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わが国が戦後の教育行政改革Uておいて、それまでの視学制度から、地教委を基盤とする指導主

事κよる指導行政制度を姥立したことは、戦後民主主義の教育的形態として受け入れられてきた。

しかしこれ迄三編の研究によっても明らかな如く、余りにも多くの問題を現在にまで残してきて

いるO それは地教行法κよる中央統制の強化が「民主主義」を形骸化したこと陀よるものなのか、

或いは日教組の「政治的対決Jが生み出した教育の「荒廃Jなのか。

!日教委法Kおいても去いうるが、それ以上任地教行法では教師と行政当局、地方と中央との緊

密な協力関係の保持が前提とされている。それはイギリスの教育行政KおL、て語られるような「

共同事業一一一-partnership--:.1を目指したものであり、またこのpartnership が欠除し

た形においては適正な公教育運営がなされえないことを示しているO しかしながら、この法の成

立自体が公教育に関わる諸実体のparneIsbipを打ち砕く形κおいてしかなされなかったように

地数行法を軸とする公教育運営は、その前提と帰結とが著しく議離して現実化されている。

このことは、単κ教育労働運劫の殺しさを招いているだけではなく、行政施策の不徴j奈さとし

ても立ち表われているO すなわち、公教育の質的向上として実像を結ぶべき極々の操起が、その

焦点を絞ることの摩擦の大きさから、その焦点をぼかされ、法つもの虚像で代替されてきている

といえる。

指導行政制度に立ち返ってみるならば、指導行政こそが、他のどの行政領域κ比しても、この

partnershipを必要とし、その下ではじめて成り立つものであり、 partnershipの欠除と

いう今日の教育行政関係の体質、教育行政の構造的硬直性は致命的とすらいえるものであるO

西欧的市民社会を醸成することなく近代化を急いだ我間にあって、 partnership を前提と

する行政は、それ自体決して実依を持ちえないものなのか、という悲観的見方の誘惑Kかられつ

つも、我国の教育行政を公教育の質的向上を図るという視点から、再度その前提的基盤K立ち返

って検討することは決して意味のないことて・はないだろう。本小論は、西欧を中心V亡、主要因が

いずれも視学制度をもって上記課題の解決を図ろうとしていることから、イギリス、フランスを

中心氏、 ドイツ連邦共和国、ソグェト連邦を加えた 4ク国の相互の比較を通じて、視学行政制度

の現代的意味を考え、今日の我国の指導行政制度を再検討する新たな視点を見い出そうとするも

のであるO
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1. 教育行政構造

各国の政治一行政構造が、経済構造に比して極めて多様な形とじてあるのは、それが上部構造

として、その国民性なり社会慣習なりとの直接的紐'貯の下κ構築されているからといえよう。公

教育の求めるものが留際的な共通基盤を拡げつつも、教育行政構造が国家的特性を色濃くしたも

のとして.もるのも同様といえるかもしれなし、。そして同時K、公教育といっても各国陀おけるそ

の把えられ万は その社会性、歴史性からして極めて多様であるO だがその基盤Kおいて教育K

対する公)私の分担が三考えられ、その相異が公教育一教育行政ベヲ政一般の構造的差異を生み出

してもL、る。

イギリスの公教育の展開を-概観すれば、ポランタ 1)ーな教育を底流κ有しつつも、それを包摂

ずる形において教育行政が推し進められてきており、私的な教育意思と公的なそれとの融和がイ

ギリスの特徴となっているO そしてフランスにおいては、フランス革命以来の伝統的公教育観、

知育Kよる理性の高揚と Lづ啓蒙主義、により、一方において学校一公教育と社会一家庭の領域

分担(知育と徳育)他方κおける一般行政と教育行政、或いは公教育行政における外的事項と内

的事項の駿男tJがその特徴となっている'0 こうしたこと自体、その国における近代市民社会の確立

vcみられる構造的特質や国民性の反挟κ他ならないが、公教育や教育行政の特質を見極める

重要なメノレク白マ{ノレそもある。日本の場合、フランスを範とした「学需IJJ托始まり、 ドイツープ

戸イセン約数背行政.・管理、そし;て戦後のアメリカ型委員会行政、更陀その修正と多様な影響の

重量的形態として今日の公教育一教育行政が位Ilぎ付L、ている。また市民社会とは本質的κ無縁な

地平で・の近代化は、公一私の関係原理を埋没させ、行政領域(((.ついての原理を確立するに至らな

かった。このことは、現実の制度君主として規範的κ把えることはともかく、その実体関係や土壌

を復雑なものとしており、公教育一教育行政を巡る対徳的対立の解決を一層図録なものとしてい

。。
各国の教育行政市lJi廷を具体的κ概観してみると、一般行政と教育行政ζ の関係、及び中央と地

方の行政関係むてよ記の特色が表出じており、その比較Kおいて我留の教育行政の位置を明確にす

ることカ:で、きるci

イギリスの教育行政機構は、 1 9 4 4年法κよって今日の基盤をもっているO 公教育の意思決

定は、救育科学・省一地方教育当局 (Local Educational Author ity)一学校の 5宅医よっ

て重層化されているが、教育行政主体としては地方教育当局が第一義的意味を付与されている。

1 9 L1 4年法は教育庁 (Board of EdUcat i on )を文部省 (Mini s t ry 0 f Ectuc at i，on)(1) 

とし、強力な，?語限を与えた。地方教育当局はそのほとんどの施策K対しても中央当局の承認を受

けねばならなL、。しかし故育科学省は、省自身としてどんな学校も所有したり、設立したり、ま

たそれκ対して統制したりもしなL、。そして教科書の編集、発行、検定、配布もしないし、一部

宗校教育を除いて学校て教えられることについてL、かなる関与もし郎、。省の任務は、地方教育

当局 K対し、その語計画を提出させ、それを承認(不承認〉するという、基本的K統制jと指揮

(00n1rol and Direction)であり、加えて強制力を持たない回章、覚え蓄による「示唆J
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である。これらが何ら法的拘束力を有しないことは、総合制化 (Oonprehens i ve )がこの回

章として指示されたものであんそれは地方教育当局の判断 K より受け入れられたれ j'i>~.J'受け入

れられなかった地域と陀今もって統ーされないことが示している。そし℃後述するよろに、勅任

視学官による視察‘助言があるが、それは大臣の政策の枠内にあり、省、にその地位を持っている

にしても、特別な身分を持ち、その独立性は強調され、尊重されている。地万教育当局はイング

予ンドi'C1 4 6， クェーノレズvc17の 163あり、これらは一般行政単位として泉参事会 (59)、

特別市参事会(83 )、ロンドン市外特別参事会(20)、とロンドン市内救育当局であるO 参事

会は、議決機関であると同時K執行機関でもあり、県ー特別市、存一町一村、の 2段階 5単位で

設置されている。しかし上述の如く教育行政当局として機能するのは前 2者であり、その下κ教

育委員会が設置され、その構成は参事会議員と教職経験者等の学誠経験者から成っている。教育

委員会は参事会の設ける行政分野別委員会のーってψあるが、その権限は参事会の権限委任の形で

行なわれるので、地方により態様を異κしているO そして委員会の下K事務局が置かれ、教育科

学大臣の承認を必要とする教育長 (OhiefEducation Officer)が長として設けられるO

地方教育当局が学校の設立(公立学校)、維持・管理(公立学校及び管理・助成‘特別協定=公

営学校)に当るが、それは一般行政当局の一部を構成しており、他の部局との機構上の区別はな

L 、。だがカリキュラム、教科書等、教育内容に直接関わる事項は、各学校に任されている。

以上の如く、イギ 1)スの教育行政は、 5者の重層的構造を持ちつつも、その原理は support

and ControJ 1としてあり、教育意思の主体区分はかなり明石在であるO 前述したように、イギ

リスKおける教育行政は、中央と地方との partnershipを基盤として構築されているが、この

ことは一散行政に対する教育行政の系列的把握よりも、中央一地万の層的構造における把握がよ

り重要なことを示しているO そしてまた、この層的構造力考文育の内自主j意思決定Kおいて縦貫rF.iモ

メントを持つことなく、各層の権限分担が明確陀されていることから、 partnership は前提

的κ必要とされるそれではなく、この構造から結果するものと考えられる点が特徴的といえる。

イ:.y.リスの教育行政構造と対称、的なのがフランスのそれである。フランスの教育行j改は一般陀

その中央集権形1誌において知られているが、それは教育行政に!虫らず行政制度一寸肢に見られるも

のであり、それはフランス革命K よる共同体 (provinces)の変革、人為的な県 (depart-

men:t) 制度を確立したことを基礎としているO この県の下陀市町村があり、その数は 4万にの

ぼり、人口 1000人以下がその 8剖を越えることも、地方の自治性を弱める基盤となってレる。

教育行政Kおける中央集磁信Ijは我国で論じられるような中央と地方との階層的権限関係を指すの

ではなく、単一の国営企業体的組織にその特色があり、歴史的κ考察してもフランス革命期の公

教育論者(コンドルセ、タレイラン、ルベルシェなど)vc共通して見られた、カトりシズムの教

育支配の打破と強力な世俗権力の下での知的啓蒙の思想を起点K、今日に至るまで左翼陣営の支

持の下で、この「固有化Jが推し進められてきたことは留意されねばならなL、。

フランスの教育行政は、国一大学区一県の 5段階においてなされるがその全てが文部省の権限

下bてあるO その意味で文部省 (Ministere de Education nati6nale)は教育行政機関の

総称であり、中央教育行政機関は文品本省 (hiinistもre proplement)としで区別されてい
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るO 地方での教育行政は文部本省の下 l疋 23の大学!2iCacademies)が置かれ長として大学区

総長 (recteur)が、大学区付視学官(i n s p e c t e u rs dもcadもmie) に補佐されて遂行し

ている。そしてこの教育行政区の中の各県花大学区付視学官が 1人ずつ割り当てられ行政を担当

する。フランスの教育花関する行政は 2系統としてあり、一つは教育内容、方法、人事等κ関す

るものであり、上記の系列Kおいて営まれヶているO いま一つは施設、設備等κ関してであり、文

部大佳一県知事一市町村長の系列になる一般行政の一環としてあるO 教育行政 (administra-

tion pedagogique)とは前者を指すものであり、後者は教育花関する地方の行政事務であり、

特定の名称は冠きれていなし冶

以上の如く、イギ 1)スが地万行政の一環として地方教育行政が運営されているのに対し、フラ

ンスでは中央行政の系列において、その地方的部分として地方行政から自立した形で営まれてい

るO

1LEJドイツの場合、連邦国家であることから教育行政も各邦により多様であるo 1 9 6 9年比連

邦教育科学省力5設けられる迄は連邦行政として独自の位置をもっていなかったい省の設立後も

基本的に変わっては七、なL、0(2)各邦においてはおよそ次の三段階として教育行政が分かれている。

①邦文部省、②泉学務部、③市町村学務課、であるが、邦文部省は教員試験、カリキュラム作成、

ギムナジクムの監督と教員採用等の権限を、県学務~果は職業学校、中間学校、国民学校の監督、

教員採用等を、市町村学務誌は学校管思:、教的の監督等の権限を有している。西ドイツの教育行

政一管理は、次の 2点氏支品、て特色をもっている。第一は、カリキュラムを中心とする内的事項

と物的管理を中J心とする外的事項とが明確花立て分けられ、 l前者を教育の専門家が、後者が一般

行政官が担当するものとされていること。この意味で学校長も学校管違者としづ以上κ教約のリ

ーーダーとしての性格が強¥，、。第二には、伝統的な「教育の自由」が守られ、教師の内的事項への

参与がシステム化されていることである。こオしは各学校Kおける職員会議の法制化、各段階にお

ける教育諮問委員会への教師の参加としてあるが、同時にその権威κ限定があり、他方での子見学

制度Kよる教員管理一勤務評定もなされている。

そしてソグェトの場合は、その権力構造からして前 5ク民!と直接的な対照は閤維ではあるが、

殺育行政構造花関して見るならば、次の諸点K留意すべきであろう。第一は、一般行政と教育行

政の関係がイギリス裂とフランス型の二重化としてあることo T!Dち、議決機関であると向時に執

行機関であるという点て¥形態的にイギリスの参事会と似たソグェト (COBET)が一般行政形

恕であり、各行政単位が層的托位謹付き、教育行政主体を形成していること、そして連邦教育省ー

ー各共和佳!教育省一州(自治共和国、大都市j国民教育部一都-ftj(村落、地区〉国民教育部の系

列で指令、指揮監督がなされ、中央集権構造を同時κ有していることである。第こには、教育行

政を含む全ての行政構造花おいて共産党の統一的意思が貫徹され、全連邦的な統一性を保i事して

いることO これは各行政部における党メンパーの人的構成と共花、形態的にも教育政策が党を中

心に立案され、札織的κ党と行政機関が結合していること KよるO 第三は、第一と関わって考え

られるべきであるが、各セクジョン、学佼一行政機関において責任者 f校長一各級国民教育部長)

に全権が委ねられ、唯i援の集中イヒtてより行政効率を保障していることである。これら 3点は「民
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主中央集権詰IJJr単独責任告IjJというソヴェト行政の原則として明確な位置を与えられている。
英、仏、西独、ヅ、とその教育行政構造を概観すると、形態的には全く多様であるといえるが、

その構造の基盤虻おいて一つの共通性が見い出される。そしてそれは我国花おいて制度的K も実

態的にも決して明確なものではなL、。それは中央一地方、行政当局一学校、教姉、の分担領域、

権限関係が原則イヒされ、改革の運動過程κおいてはともかく、現実態としては相互の了解が成り

立っている点であるO イギリスとフランスが両極的なモデルであることから、やや詳しく概観し

たが、西独においても、内的一外的事項の峻別、教授専任者としての教師の明確化が図られてい

るし、ソグェト陀おいても、単独責任制の下児、権限関係は集約されていた。また更花、現実κ

対する改革も、政策レベノレでの制度的確立を軸K運動の結節点を対自化する形で明確にされてい

ているO イギリスの審議会制度、フランスの同数委員会制度、西ドイツの参加システムなど、近

年流動的な情況を呈しつつも相互の同意の積み重ねの軌跡、は見い出しうるといえる。勿論その国

々によ D困難な問題を抱え、現実的κ考えれば低滞や混乱が多く生じていることも確かではあるO

しかしながら問題がその国の政治構造全般κ関わるとしても、その所在の明確きKおいて、我国

の今日抱えている教育行政上の問題、とりわけその未整理状況よりも救われているのではないだ

ろうか。

2. 視察一指導 γ ステム

冒頭で述べた如く、今日の主要国における教育行政は、アメリカ一日本的な指導行政と子見学行

政とκ分かれ、ヨーロッパκあっては、英仏独ソをはじめ後者κ属する国がほとんどであるO 我

国においても、周知の通D戦前は階層的な視学制度Kよる学校管理一教師管理がなされていた。

ここで考察するのは、前記4ヶ国の視学制度の特質・特徴とそれに対する我国の指導主事制度

の問題性である。そしてそれは特-にこの領域κ限定してではあるが、現在の指導行政制度改革κ

対する新たな視点をその効果的運用の面から倹討すること κ通じると忠われるからκ他ならなL、。

イギリスの視学制度は、地方教育行政が参事会による素人支配であるのκ対し、専門家として

そのチェックκ当ることを主任務とし、幅広い権限と権威を視学に与えている点κ特徴を見い出

すことが出来るO 視学は、 H.M. 1. (He r Ma j e s t y' s 1 n s p e c t 0 r )と呼ばれる如く、特別

任用ー勅任の公務員であり、その身分は一般行政職員と区別されている。現在イングランドK

500名、クエールズvc5 U名、スコットランド托 11 0名、北アイルランドvc54名の勅任視

学官が置かれているが、その構造は次の如くて・あるO 教育科学省の事務次官κ対し直接κ責任を

負う形でこの視学問の長となるのが上級主席視学官(S e n i 6 r Oh i e f 1 n s p e r c u 0 r )であり、

その下vc6名の主席視学宮 (ChiefInspector)がおかれ、各々教育K関する特定の部門

f①初等・中等教育の査察と報告及び特殊教育、②中等教育の再編成と総合化および教育研究、

③工業および商業のための継続教育、④その他全ての総統教育、⑤教員養成、⑤教育開発)を担

当しているO そしてこの主席視学官の補佐として、本部視学官(勅任では・なし教育、科学省の

Staff Inspector )が 60名寵かれ、各教科の教授等を専門κ担当しているO 勅任視学官の
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視察を受けるために、イングランドでは 10の地域ι分けられてお D、それぞれが地区κ分けら

れるO 地域視学宮 (DivIsional Inspector)はそれぞれの地域に責任を有ι、1人の視学

宮が各地区κ配置されている。このように勅任祝学官は独自の構造をもっ視学問として機能して

いるが、その主な任務は次の3点であるO ①学校その他の教育機関の効率κついて、調査し、評

価し、報告すること。②行政事項花関して、教育科学省と地方教育当局との連絡を図ること、③

教育の理論及び実際κついて、教育科学省の専門的助言者たること、また地方教育当局はそのス

タップとして各専門領域の視学駿員を有している。勅任視学官は、地方教育当局や教員κ対して、

批評奨励、助言をするのみで、命令する権限は与えられていなし、。だが特徴的なことは、視察の

権限は最大限与えられておれそれに基く勧告は学校などの視察対象機関Kも送付されること、

また助言の対象となった教員はそれに対して意見を述べる機会が与えられることである。吏托視

学官は教員、を援助し一放の人々を啓蒙するために、省から公刊されるパンフレットや冊子を多く

作成するO

このよう KイギリスKおける勅任祝学官は組織ー権隈の上で大幅な独立性が倫理されているこ

と、命令権はなく助言、指導削浪られているが、その基となる視察は、いつ、どこ十てでも、どの

ようにでも可能であること、視察の結果は報告書として、秘密文書ではあるが、省対議機関、対

象教員の双万κ示され相互の見解が共通の場をもちうること、広報活動の保障κよりその視察活

動が一般児活かされること、などの特色をもち、その存任意義は広く認められるところのものと

なっているO 我々はこうした諸点を考えるに当たって、イギリス公教育制度確立K広く貢献した

工場監督官の働きとの類似をも見てとることが出来ょう。

フランス陀おいては、前節で概観した如く、平見学制度が向時κ教育行政制度であり、視学官が

そのまま教育行政の責任者であると bづ構造ι最大の特色を見てとることが出来るO 菌、大学区、

原;のろ段階Uておいて視学宮が配置されているが、その各々の任務ほ次の通りであるO ①国段階。

文部省各局κ置かれる総:活視学官で、公教育、技術教育、育ー少年及びスポーツの 3領域を担当す

る。公教育担当の千見学宮は学校を訪問し、その報告書を提出するが、恒常的な視察の任務をもっ

ている。それは人事花関するものと、教育課程、指導方法の改善花関するものとであるが、適切

ならし、かなる観察をもなす権限を有している。これら総括視学官は、数学、文学、哲学等の専門

家集団を形成し、その集団内氏任期2年の上j帯祝学官が大臣Kよって:任命される。また総括視学

官は博士号、教授任用資格を有する候補者から任命されるのが通例である。②大学区段階。大学

区総長は、高等教育児ついては大学評議会の議長として、大学の行政一般κついて法的代表者で

あD、中等教育κついては、視察、監督権をもち、中等教育行政K損する協議会の議長である。

そして初等教育¢ついては、その教員の任命権者ーであるとLづ、極めて広範な権限を有してはい

るが、前二者陀ついては、各々に伝統的な自治が強く名自的なものであるし、初等教育は主とし

て大学~石見学官、すなわち県段階の教育行政K委ねられているO 故に大学毘での視学宮は特定の

領域を担当するもので、技術的助言者として大学度総長を補佐している。彼らは殿員をその特別

な学科において視察し、現職教育コースを指導し、教青上の研究活動を援助することを任務とし

ている。⑥県段i帯。最も霊安なのがこの泉段階での視学宮であムそれは大学!L視学宮で‘泌るむ
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彼は県段階において、文部大臣及び大学区総長の職務を代行する行政官と考えられる。それは文

部大臣の指名花より大統領に任命され、文部省の第一段(初等)教育局に属する留の官吏であり、

多くは博士号、教授任用資格を求められる O そしてその主な織務は、県の教育機関の財務、人事、

教育内容、万法等を司どるとと、県内の国公私立中等学校を監督し、奨学生を推薦、監督し、師

範学校についても監督することであるO また県内の初等学校については、大都(/[1名の割りで初

等教育視学を置き、それにより補佐される。特定領域については専門の視学宮を置き、大学医総

長と同様、彼らによって補佐されるO

以上のよう K、フランスにおける視学官は、単一の行政系列Vて位置しており、その中でなお、

行政権限を代表しつつ視察を行なうライン的位置陀あるものと、専門技術職員として前者を補佐

するスタッフ的位置にあるものとに区別出来る。だがL、ずれも強力な行政権!壌を背景にしており、

公教育運営の効率化の面で特徴的な制度を形成しているといえる。

西ドイツの場合、中央(邦)一中間(県)一地方 f郡、市町村)の三段階において祝学官が配

置されているが、直接K義務教育学校を監督するのは、地方段階の視学宮であるO 視学官は、文

部省一県学務課の管轄下陀あり、教脊専門家であると同時ーに行政官でもあるO 教師が邦の公務員

であるところから、視学は校長及び教員の直接的上司という関係をもっており、勤務評定者であ

るO 視学の任務は一般的K次の如く理解されている。地域の全国民学校花関する監督、法規等の

施行上の監督、校長及び教員への監督、学校委員会(主として市町村の行政委員会で、市町村長

κ対する教育上の提言、諮問機関)への助言、 改革への諸提案等。教員κ対する勤務評定は、

干見学の学校訪問 KよD個別的になされる場合が多いが、その結果が教師の経済的利容に関係しな

いことから指導助言的性格の強いものと考えられている。祝学の教員κ対する割合は教員 15 0 

人---250人vc1人であるが、教員の中から充当され、邦によってはそのための上級養成コース

を組織したり、学校監督当局における臨時補助織員として行政との訓練を積ませたりしている。

このように、西ドイツの説学官は、その資格や任用、職務の性格、行政的な位置付け等におい

て我国の指導主事にかな D近いものと考えられるC これは地方教育行政の構造が、我国の都道府

県一市町村の関係ι似ていることからもいえよう。だが前節で述べた 2点の特徴を前提として成

D立っていること KおL、て、その運用は大きく異なっているといわねばならなL、。

y連邦においては、前節で述べた各行政単位のうち、連邦教育省を除く部分K視学が置かれて

おり、相互K上下関係を有している。地区(都市・村落)教育部においては、 2名以上の視学宮

が霞かれ、管下の学校児関して全ての面の視察を年κ1回以上行な¥，~...それに基く報告書ちと提出

するO それは各佼の欠点、改菩点、について、また校長、教員の勤務ーについてであり、校長、教員

のボーナス K影響を与え、不適格者の能免をも示唆するととの出来るものであるO 地域(州教育

部、自治共和国教育省、大都市教育部)の視学官は、その管轄下のろ地区毎vc.1名の割で詮かれ、

前記地区干見学官と同様のj蹴務の他V亡、担当地区の教育部、1:見学官の監督K も当 D、学校と地区教

育部、視学官の関係改善をも図る。その報告書は、学校と地区教育部を拘束するものであり、管

下の教育部の長、誠学、校長、教員の人事Kより以土の権限を有しているO 各共和国教育省の視

学官は 2ないしろ地域VC1人の答IJy.l -(:配設され、地区、地域のこや佼犯当局、 m般教員救脊研修所
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やそのイI)~の教育機関、管下の学校の監督において国 κ対し責任を有しているO この段階における

併学官は、前記2段階の視学宮の上位権能と同時十て行政官を含む各監督者の研修、指導を合せ持

ち、理論的な指導者たることを求められているO 学校視学官は、その任用において、地区視学官

の場合、高等教育を受けて 5年以上の、地域視学官は 7年以上、共和国視学官は 10年以上の教

育経験が必要とされ、校長任問における同 3'"'-'5年と比して、より上位に考えられている。

ソ連邦Kおける視学制度は、各級の視学が重層的権限関係の下κ編成されていること、人事権

を中心K極めて大きな権限を有していること、教員一校長のみでなく、下級の行政担当者をもそ

の監管下vて置いていること、 Vて特徴づけられている。これらの諸点はフランスの視学制度と共通

点が多く、中央集権的構造を形成しているO そしてこうした管理一致督的要素の強い視学制度は、

その裏面において、効果的V亡確立された教員養成制度、現職教員教育制度氏支えられ、また校内

における主任制度K よる指導体制をも前提としていることに留意すべきであろう。

J;J、上4ヶ国の視学制度をその実態、VCB!!]して検討したが、いま一つ視学一指導γステムと関わっ

て考察すべき点は、地方教育行政一経営単位KついてであるO

jえ国の教育委員会告IJ皮花関して、その発足以来問われ続けてきたのが小規模教委の機能、存在

意義であったo:i也教行法への改正もその中心の一つVCこの問題があったし、現在でも指導行政機

認を輯JVC問題を残している。前記4ヶ国の状況も様々ではあるが、し、くつかの示俊をそこから受

けることがで、きるO とりわけ参考となさ7のはイギリスの教育行政単位の考え方であるが、それは

1 9 4 4年法の改革として今日比至っている。イギリスの地方行政単位は、県ー特別市とj展の下

Kある市町村、更に村の下での教区と、ほぼ我国のそれκ近いものであるが、教育行政はその第

のよ畏一時~~f見Ij市のみで<'fj なわれるようにされた。この単位による地万教育当局は人口基準を

1む万人以上とされ、イギリス本土で 206(1965年)であるO フランスにおいても一般行政単

位としては、栄一市町村とあるのに対し、内的事項陀関わる教育行政は大学区視学官による県段

wとセ単位とする。そしてその燥の数はおよそ 10 0であるからして、教育行政単位の大きさは理

解されよう。このことはフランスの市町村が徳めて小規模で、人口 1000人以下がその 8割を占め

ると Lづ事情からでもあるが、英仏ともに一般行政単位の第2段階において教育行政単位を設置

しているのは、いずれもその行政効率からのことである。イギリス陀おいて、第 2段階の行政娩

慌を整合させるため、大きな特別市てーは分i豆、小さな県では統合の形態をもって地方教育当局が

形成されているのもこの点からである。

結督的なネJt学百l]l変と指導助言を中心とする我留の指導主事情j度とでは、その立脚する基盤が異

なっているのは当然であるが、我医iにおいて小規後教委がほとんど指導行政を展開しえないでい

ることを考えると、このことは雑多な機能を負わされ、その機能が不明瞭にされている指導主事

を機能一役割的K純化し、効率的な配置を考察する上で再検討されねばならない問題とも忠われ

るO

4クi習の視学制度を概観していえることは、その目的が、①学校、教員の状況把握__-'fT政への

伝達報告、②行政意思、の伝達、③指導(監督・ i評価も含めて)助言Kあ D、およそこの版序で位

立付けられ、総じて公教育基準の保障を図ってゆくシステムとして④②を前面化しているといえ
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るO 我国の指導主事制度は、その基本的な目的性を同様K公教育基準の保障にもっているといえ

るが、逆の順序で重視されている。これは視学(inspector )と指導主事 (supervisor)

との違いを意味しているといえるが、③を建て前として、①②を重視する傾向が今日の我国にお

ける指導行政κ見られること、そして①②の教育行政における重要性は決して減じてはならない

こと、また①②を適切に図ってゆく庖路が不鮮明であることを合わせ考えれば、この 5者を純化

する形において(それは同時陀教員の権利関係も明確化することに通じるが)、公教育の質的向

上を I~ る共通基盤を確立することが求められるのではないだろうか。

3. 教員の質的向上とその指導

本小論が、公教育の質的向上花関する行政{期からの働きかけの検討をその焦点としていること

は既に述べた通Dであるが、その行政の教員への関わり万は、各国Kおける学校経営や教員の職

務形態を前提としてはじめて理解されうるであろう。

我国の教員 f主として初等段階を中心とするが)の職務内容が極めて多岐K及ぶことはこれ迄

様々 K論じられ、とりわけ「雑務jと呼ばれる、本来教授活動とは区別されるものからの解放の

必要性が叫ばれてきた。また「教務」とi呼ばれる領域氏関しても、教授活動とその周辺領域と

が混在し、校務分掌など学校経営Kおいて複雑な問題を残す結果を生み出しているO これは我国

の公教育体制の根本的な体質構造κ根ざす晶ーもあり、一様κその是非を問えない面もあるといえ

るが、今日間われている「主任制Jの導入のように、教育現場の混乱材料の一因をなしているこ

とも事笑である。

教員への指導を通じて公教育の質的向上を留ることが極めて重要であることは云うまでもない

が、それは教員の質と、職白務構造とを前提として考えられねばならなL、。ここで4ヶ留のそれを

検討するのも上述の視点からに他ならないが、教員の資質向上がL、かKなされているかを見る場

合、次の 4点から珪解することができるo (I)教育養成制度 (Ij)現職教育制度 (iii)校内指導体

制、(iV)視学、指導主事等、行政からの現場指導体制。

教員養成制度についてはw 各国とも近年、その改善K力を入れはしているO 我国と同様に単κ

学齢児童の増大だけでなく、教育機会の増大によ D教員の供給不足が戦後の特徴として把えられ

るが、その結果、種々の資格を持つ教員を許す結果となっており、その全体的な底上げが制度的

に図られているO 各国とも高等教育機関Kおいて教員養成をなすに至っているが、未だ十分とは

いえなL、。例えばフランスの初等学校教員の養成は後期中等教育の延長線上にあり、(3)その改革

の要は叫ばれていても戦後具体的な万策は実現していなL、。

各留に共通して見られる点は、教育養成が明確な目的別機関でなされていることと、それ，V[付

随して、学校段階別κ養成機関が異なることである。これは教員の需給関係、が極めて大きな問題

であり、計画的養成の安からのことであるが、伝統的な保守性から未だ脱皮しきれてνない点も

否定しえなし、。我国Kも共通した議題であるが、教員の安定供給とその質的向上との同時的遂行

は未だ十分に解決されてはいなL、。だがそうした中で特筆すべきもの V亡、西独ι見られる試補指IJ
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:芝 (Lebramtsanwarten)があるO これは我国でも教員養成制度の改革として検討されたこ

とがあるが、(4)教員の殿能性とその養成を考察する捺j重視されるべき面を有しているo西独の

場合、養成段階を終了する時点での試験で第一次合格とし仮採用し、邦より異なるが、その後

2"-'3年の現織経験の後、第二次試験を諜し本採用とするものであムその資質を十分に確かめ

られることと、教職への意志を確かなものとする点で利点を見い出しうるといえるO

極論を云えば、この第一の養成制度が完全なものであれば、第二以下の現峨教育は、あくまで

もそれへの付加的なものとして、新しい知識や技術の吸収κ当てることが出来るといえ、特にそ

の資質が問われるが如き問題は解消しうるといえよう。

第こから第四までは総じて現i続教育といえるが、特に第二はその制度化されたものについてで

あるo我簡でも近年、各県レベノレにおいて研修センターの整備が進んで‘いるが、同時にその実質

的な意味が疑問視されもしているO 問題は一つの事柄の両面ともいえるが、被研修教員の選択等

における行政的意図の先行と、その研修の実質的権威付けの施弱性にあるといえるO また行政側

の供給する研修と日教組等民間側のそれとが分離していることも問題の一つであるが、本質的托

はその研修内容が各段階、各機関により相互に関係付けられておらず、総合的な計画性κ裏打ち

されていない点にあると思われるO

ソ速において顕著であるが、現職教育が敦員の経験Kおいて有力なメリットとして制度化され

その供給も質的に高く、広汎なものが用意されている。今日の我国花そのまま資格や待遇花関わ

る研修を持ち込むととの問題性は十介に考臆されねばならないが、広く教員tて受3け入れられ、実

質的κ教育実践iゼ反!llたされるべきシステムは検討されるべきといえる。

第三の校内指導体制は、各国の学校経営(狭義の意味Vておいて〉の形態と関わるが三一つ児は

校長等指導層の役割と、いま一つには教師自身の峨務内容を前提として考えかばならなL、。我々

の調査(5)vcおいても明らかであったが、教員が直接的な指導上の問題を校内において解決し、ま

た解決したがっていることを考えると、校内指導体制jの確立は最も現実的なものとして考えるべ

きと L、える。

一般にヨーロッパの教員は教授中心裂であ P、教授機能以外は行政の仕事として排除されてい

る(フランス)が、他の紙員をもって遂行されている。フランス陀おいては、伝統的な知育中心

主義、学校と家庭の教育領域の分離として教員の職務は教授に限定されているし、西独は教員の

教育の自由に支えられつつ内的事項と外的事項のi駿別により向様であるO またソ速においては、

校内の!活躍化により、。その繊務分担が明峰比されている。そして特陀初等学校の場合、その校長

は教授のベテランとして、自ら授業を担当じ、若年教員の指導K当ることが多L、。各国の学校規

模が総じて小さいこともあるが、西独Kおける「良い教師が良い校長」と L、う見方は上記の観

点からすれば正当なものといえるし、このととは個々の学校が児童・生徒と教員、との教授一学習

関係を軸K営なまれ、校長の主要な任務もその点と関わっゼぁ石とie.を示している。

第四の視学Uてよる指導は、前節で述べた通Dであるが、三次的なものとして考えられており、

その建て前からして我国の指導主事情Ij度とは異なっている。だが、視学がー殺にその資格等にお

いて権威付けられ、それの教員花対する評価を教員との指導的交流を過してなされる構造は、そ
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れとして明確ではある。前記5点に比して、この行政側からの指導はあくまでも最少限に止めら

れるべきものであり、逆に教師の要望に基づL、てのより実質的な指導助言を求めるならば、質量

ともに十全なサーグィスとして供給できるシステムが望まれるといえよう。

結

以上大きく 5点について、 4ヶ国の視学制度を我国の指導行政制度と比較しつつ検討、してきた。

我簡の問題点を前提とする論述ゆえに、その肯定的側面を中心花見ることとなったが、最初κ断

った如く、現実として我国以上にこれらの国々が問題を抱えているともいえ、単純ι視学制度を

我国ι導入すべし、という結論は出しえなL、。とりわけ西欧5ク国が伝統的な教育制度K縛られ、

その急速な改革が困難であり、新!日の拾抗力ミ我国らはに強いことは看過しえなL、点である。

ただ、当初意図した如く、我国の指導行政制度を検討・改革するに、異質な地平から(だが、

公教育の質的向上を図る点陀おいて全く共通するものであるから〉問題を投ずることの意味は決

して小さくないであろう。らL上の概観から、結びとして、次の4点を課題として提起しておきた

L、。

① 教育行政、学校経営、あるいは教育経営や教育管理などの概念、が混乱しているように、我

留においては行政と教育の領域区介が係めて不明雑であり、これが教員の駿務を混乱させ、

更氏は教育問題をそれとして論じ{そくくさせているO 検討した各国花見られた如く、教員の、

学校の、そして各級行政当局の担当領域を明確にすることが、指導行政の機能を純化し実

質化することに通じると忠われる。

② 地万教育委員会が、本来その地域性κ根ざした教育運営をなすために設寵されたVともかか

わらず、小規模教委Kおいてその実質的な機能を喪失していることから、数育行政、とりわ

けその指導行政の効率性において教育行政単位の;再検討はなされるべきである。これはフラ

ンスに見られる如く、寸投行政単位と我育行政単位とを区別し、公教育の質的{内的)な簡

と物的(外的)な簡とで、その領域を異とする ζ とも考えられてよいのではないだろうか。

③ 教員に対する指導の構造が複雑であること Kおいて、中途半端なものとされており、教員

の求めるものが十分に供給されえない屈が大き丸、前節で挙げた 4点を軸任、その構造を明

確化し、システムなり実体なPを:再構成することは必要である。

④ 前項と関わり、その指導者の質的な高さが関われるぺきであり、一!百における権威と資格

は明らかにされるべきと思われるO 特に行政側から用意される指導者は、その指導児独立性

が保障されるべきであり、そのためKも高い資格κ支えられた実質的な権威が必要と考えら

れる。

以上の 4点を通じて云えることは、我国の教育行政、とりわけ指導行政Kおいて、不鮮明なま

ま中途半端にされている面が余!J'v[も多く、:現実態托対ーする認識においても対立的な理解を許容

していることが根底Kあ D、その改善を著しく鼠簸κしていることである。指導行政K関して見

るならば、まずもって指導主事の織務範囲を、教員への福導として限定し明硲化した上で、それ

を保障するシステムを考えることと、教員、の教授活動を純化し、その資質向上の回路を聖王室し、
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そのうち何を指導行政と結びつけるかを明確κすることが必要と思われる。

注

(1 ) 文部省 (Ministryof Education)は 1964年 5月の枢密院命令Kより、教育科学

省 (Department of Education and Science)になった。

(2) 連邦基本法第 7条Kおいて、 「全ての学校舎IJ度は国(邦〉の監督下氏ある」と規定されてい

る。

(3) ヲ年の課程を経た後、 5年の師範学校教育、その後 1"'-'2年の教職教育で-あり、 3年自 Kパ

カロレアの合格を条件とするが、計 13年の教育で教員となる。

(4) U教育学研究j第 34巻、第5号、昭和 42年少月、誌よシンポジタム托おける吉本二郎提案など。

(5)" r教育経営陀おける指導行政の課程と方向」第 34回日本教育学会発表要旨参照ο ら

(6) 各国の初等学校の 1校当り平均児童数は次の通りである。()内は教青年限。 (1965/66年度)

日本 400人(6)。イギリス180人 (7)。フランス 80人 (5)。西ドイツ 180人 (6)。ソグェト

連邦 200人 (8)。
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